
主な調査結果
・空き家所有者及び居住中の建物所有者の4割以上が75歳以上であり、高
齢者（特に後期高齢者）を中心とした啓発・支援が必要
・「家財の処分」をしていなかったことが空き家所有者は最も後悔しており、
空き家の長期化にも関連がみられたことから、家財整理に関する啓発・支
援が必要
・「専門家への相談」をしていなかったことが空き家所有者は後悔している
が、居住者は「する予定がない」としている割合が最も高くなっている。空
き家予防や活用のために、専門家に相談できる機会の確保が必要

空き家の増加が懸念される一戸建住宅団地（6エリア・計5,319棟）を対象に、空き家予防をはじめとす
る、効果的な空き家対策を行うため、空き家総合実態調査（空き家の実態把握及び空き家所有者・居住者
アンケート調査）を実施した。

八王子市空き家総合実態調査
～空き家発生抑制のための一戸建住宅団地調査～ 八王子市

現地調査、空き家所有者及び居
住者アンケート調査・分析を行い、
居住中に対応すべき効果的な空き
家予防策等を検討した。また、空き
家及び居住中の住宅について、地
図上（GIS）で配置、状態、世帯構
成及び管理状況等を把握するため
のデータベースの整備を行った。

目 的

取組内容

令和３年度先駆的空き家対策東京モデル支援事業

居住者アンケート

今後の継承意向
不安・困り事

空き家所有者アンケート

空き家となった原因
不安・困り事

関係性
（ギャップ等）

アンケート回収率
・空き家所有者：

53.7％（配布数：451棟）
・居住者：46.8％（配布数：4,919件）



成果・今後の展開

（図）空き家所有者と居住者の住まいの継承に関する意識の差
（空き家所有者が「しておけば良かった」と後悔した割合順）

●成果
空き家所有者と居住者双方の視点
を取り入れることで、今後の空き家
予防策の方向性が明らかとなった。
特に、住まいの継承に関する意識を
対比（右図参照）することで、空き家
発生抑制のため居住者に周知する
具体的な項目や優先度等を整理す
ることができた。

●今後の展開
調査結果に基づいた空き家予防策
の立案及び実施
例）
・高齢者への福祉分野と連携し
たアウトリーチ型の啓発・支援
・居住中から専門家へ相談でき
る空き家相談窓口の構築 など


